
 

１．件 名：新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（東海第二（８３６）） 

２．日 時：平成３０年４月４日 １３時３０分～１６時４５分 

３．場 所：原子力規制庁 ８階Ａ会議室 

４．出席者 

原子力規制庁： 

（新基準適合性審査チーム） 

津金主任安全審査官、安田主任安全審査官、植木安全審査官、照井安全審査官 

 

事業者： 

日本原子力発電株式会社：発電管理室 副室長 他７名 

北海道電力株式会社 泊発電所 機械保修課 主任 

東北電力株式会社：原子力部（原子力設備） 担当 他２名 

東京電力ホールディングス株式会社：原子力設備管理部設備技術グループ 担当 他２名 

中部電力株式会社：原子力部 設備設計グループ 担当 

北陸電力株式会社：原子力本部原子力部 原子力耐震技術チーム 担当 

中国電力株式会社：電源事業本部（原子力設備） 担当 

電源開発株式会社：原子力技術部 設備技術室 担当 

 

５．要旨 

（１）日本原子力発電から、３月２２日の提出資料に基づき、東海第二発電所の工事計画認可申

請に係る説明スケジュール、東海第二発電所の工事計画認可申請書のうち可搬型重大事故

等対処設備の耐震性に関する説明書について説明があった。原子力規制庁から主に以下の

点について指摘を行った。 

○ 可搬型重大事故等対処設備のうち、計測設備等で一部常設の設備を有する場合は、その

理由及び当該設備の技術基準へ適合性を整理して提示すること。 

○ 積雪に対して除雪で対応するとしているが、具体的な運用の方針について保安規定にお

ける位置づけも考慮して整理して提示すること。 

○ 地震荷重と風荷重の比較について、算出に使用するパラメータの具体的な数値を整理し

て提示すること。 

○ 車両型設備の加振試験において、固縛装置の余長の長さを考慮しているが、余長長さに

ついて検討した経緯を整理して提示すること。 

○ 加振試験の入力波の継続時間は基準地震動 Ss より短いが、短い理由、短いことによる

加振試験の結果への影響および妥当性について整理して提示すること。 

○ 加振試験後の機能維持確認方法と結果について、可搬型気象観測設備（雨量計）を 10 回

転倒させるとしている理由を整理して提示すること。 

○ 取付ボルトの締結状態について、可搬型重大事故等対処設備の耐震評価との関係を明確

にした上で当該状態について考慮すべき事項を整理して提示すること。 

○ ボンベ設備の許容応力について、評価対象部位も踏まえて、せん断のみ考慮している理

由を再度整理して提示すること。 

○ 保管場所の地震応答解析について、緊急時対策所等の隣接する建物・構築物が当該解析

に及ぼす影響を整理して提示すること。 



 

○ 保管場所の地震応答解析において地盤を一次元水平成層地盤としてモデル化している

が、実際の地質構造に照らした上で一次元波動論を用いることの妥当性について、整理

して提示すること。また、補足説明資料においても、解析用地盤物性の引用元を提示す

ること。 

 

（２）日本原子力発電から、本日の指摘等について了解した旨の回答があった。 

 

６．その他 

提出資料： 

なし 


